
 

令和８年度第３回喜多方市地域公共交通会議 

 

              日 時：令和８年１１月９日（月） 午前 10 時～ 

              会 場：喜多方市役所 ホール棟２階 大会議室 

 

次 第 

 

１ 開  会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 協  議 

議案第４号 喜多方市地域公共交通会議規約の一部改正について 

議案第５号 喜多方市地域公共交通計画（素案）について 

 

４ そ の 他 

 

５ 閉  会 

 



議案第４号 

 
 

喜多方市地域公共交通会議規約の一部改正について 

 

１ 改正理由  

令和８年９月 30日をもって、会津乗合自動車労働組合が解散し、私鉄福島交通労 

働組合と統合したため、別表の改正をしようとするものである。 

 

２ 改正年月日  

令和８年１０月１日 

 

３ 改正内容  

別紙「新旧対照表」のとおり。 
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議案第４号 

喜多方市地域公共交通会議規約の一部改正（案） 

令和８年１０月１日 

新 旧 

喜多方市地域公共交通会議規約 

 

第１条～第 17 条 （略） 

 

附 則 

この規約は、令和８年 10 月１日から施行する。 

 

 

別表（第４条関係） 

 

次に掲げる事業者、団体等の代表者又はその指名する者 

区 分 事業者、団体等名 備 考 

市長 喜多方市  

一般乗合旅客自動

車運送事業者 
福島交通株式会社  

その他の一般旅客

自動車運送事業者 

福島交通株式会社  

喜多方交通株式会社  

八七一タクシー有限会社  

塩川タクシー株式会社  

有限会社山都タクシー  

喜多方市地域公共交通会議規約 

 

第１条～第 17 条 （略） 

 

 

 

 

 

別表（第４条関係） 

 

次に掲げる事業者、団体等の代表者又はその指名する者 

区 分 事業者、団体等名 備 考 

市長 喜多方市  

一般乗合旅客自動

車運送事業者 
福島交通株式会社  

その他の一般旅客

自動車運送事業者 

福島交通株式会社  

喜多方交通株式会社  

八七一タクシー有限会社  

塩川タクシー株式会社  

有限会社山都タクシー  
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議案第４号 

一般旅客自動車運

送事業者の組織す

る団体 

公益社団法人福島県バス協会  

一般社団法人福島県タクシー
協会 会津支部 

 

一般旅客自動車運

送事業者の事業用

自動車の運転者が

組織する団体 

私鉄福島交通労働組合  

全国交通運輸労働組合総連合 
福島県支部 
 

 

住民又は旅客 

喜多方市行政区長会連合会 
会長が指定す
る地区 

喜多方市老人クラブ連合会  

喜多方市ＰＴＡ連絡協議会  

地方運輸局長 
国土交通省東北運輸局福島運

輸支局 
 

会長が必要と認め

る者 

会津喜多方商工会議所  

きたかた商工会  

福島県会津地方振興局  

福島県喜多方建設事務所  

福島県喜多方警察署  

喜多方市企画政策部  

喜多方市建設部  

喜多方市保健福祉部  

喜多方市教育委員会教育部  
 

一般旅客自動車運

送事業者の組織す

る団体 

公益社団法人福島県バス協会  

一般社団法人福島県タクシー
協会 会津支部 

 

一般旅客自動車運

送事業者の事業用

自動車の運転者が

組織する団体 

会津乗合自動車労働組合  

全国交通運輸労働組合総連合 
福島県支部 
 

 

住民又は旅客 

喜多方市行政区長会連合会 
会長が指定す
る地区 

喜多方市老人クラブ連合会  

喜多方市ＰＴＡ連絡協議会  

地方運輸局長 
国土交通省東北運輸局福島運

輸支局 
 

会長が必要と認め

る者 

会津喜多方商工会議所  

きたかた商工会  

福島県会津地方振興局  

福島県喜多方建設事務所  

福島県喜多方警察署  

喜多方市企画政策部  

喜多方市建設部  

喜多方市保健福祉部  

喜多方市教育委員会教育部  
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52,696人⇒53,200人

4.7回⇒5.2回

14.0％を維持

44.9点⇒50.6点
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（案） 

計画期間 令和 9 年度～令和 13 年度（2027～2031 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 9 年 3 月（予定） 

喜多方市 
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第 1 章 序論 

1-1 計画の目的 

⑴ 地域公共交通計画とは 

地域公共交通計画は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19 年法律第 59 号）に

基づく計画で、「地域にとって望ましい公共交通ネットワークの姿」を明らかにし、「まちづくり

の取組との連携・整合」を確保する「地域公共交通の基本計画」としての役割を果たすものです。 

本計画に基づき、地域公共交通に関する取組を計画的に進めることで、限られた資源を有効に活

用し、持続可能な地域公共交通の形成を図っていきます。 

 

⑵ 計画の目的 

本市における地域特性や地域公共交通の現状・課題等を踏まえ、市が目指す将来の都市像を実現

する上で地域公共交通の果たすべき役割を明らかにするとともに、市民の生活と移動を支援し、か

つ、持続可能な地域公共交通を実現するため、その基本的な方針、目標及び施策体系を示すマスタ

ープラン（基本計画）として、「地域公共交通計画」を策定します。 

 

⑶ 計画の役割 

 本計画は、以下の 6 つの役割を担うものです。 

① 本市の地域公共交通のマスタープランとして、地域にとって望ましい地域公共交通の姿（基本

的な方針と目標）を明らかにします。 

② 目標達成に向けて計画期間内に実施すべき施策・事業を示します。 

③ 地域特性に応じた多様な交通サービスによるネットワーク構築を目指します。 

④ 本市のまちづくり（都市計画、福祉等）の取組との連携・整合を確保します。 

⑤ 地域・企業・学校等の多様な関係者との連携を促進します。 

⑥ 具体的な数値目標と PDCA サイクルにより、計画の達成に向けた継続的な改善を推進します。 
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1-2 計画の位置付け 

本計画は、本市の最上位計画である「喜多方市総合計画」を上位計画として位置付け、「市が目

指す将来の都市像」の実現に向けて、当該計画に定める基本的な考え方等に基づくものとします。 

また、都市計画や施設管理、福祉、教育等の他分野における各種計画を関連計画として位置付け、

他の分野における取組との連携を行いながら、相互に補完し合って、本市の将来の都市像の実現に

向けた取組を進めるものとします。特に、喜多方市都市マスタープランで定める「まちづくりの方

向性」の実現に向けて、地域公共交通ネットワークの構築を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 計画・制度等 
根拠法令 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 第 5 条 

関連法 
交通政策基本法 

道路運送法 

上位計画 喜多方市総合計画 

関連計画 

喜多方市都市マスタープラン 

喜多方市総合戦略 
喜多方市過疎地域持続的発展計画 

喜多方市立地適正化計画 
喜多方市観光振興ビジョン 等 

広域計画 
福島県地域公共交通計画 

会津圏域地域公共交通計画 

会津圏域地域公共交通利便増進実施計画 

図 1 計画の位置付け 

表 1 根拠法令・関連計画 等 
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1-3 計画の区域 

本計画の対象区域は、喜多方市全域とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-4 計画の対象 

本計画では、市民の移動を支える次の交通手段・輸送資源を対象とします。 

鉄道は市域を超える広域交通であり、県の計画や沿線自治体の協議会で取り組んでいるため、本 

計画の対象外とします。 

分 類 交通機関 路線等 

公共交通 

路線バス 

塩川・喜多方線 

喜多方・坂下線 

喜多方・裏磐梯線、喜多方・大塩線 

（以下、「裏磐梯線」という。） 

まちなか循環線 

AI オンデマンドバス のるーと喜多方 

タクシー 市内の交通事業者 

その他交通資源 
施設送迎バス 医療機関・宿泊施設等の送迎バス 

スクールバス 小中学校のスクールバス 

※裏磐梯線は北塩原村が運行する委託路線バス。 

※まちなか循環線は喜多方市が運行する委託路線バス。 

広域図 

図 2 計画の区域 

表 2 計画の対象 
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1-5 計画の期間 

計画の期間は、令和 9（2027）年度から令和 13（2031）年度までの 5 年間とします。なお、社会

情勢の変化や関連する法令・制度の変更、上位・関連計画の見直し等によって、新たな対応が生じ

た場合は、必要に応じて計画の見直しを検討します。 

 
令和 9

（2027）年 
令和 10

（2028）年 
令和 11

（2029）年 
令和 12

（2030）年 
令和 13

（2031）年 

令和 14
（2032）年

～ 

喜多方市総合計画 

      

会津圏域 

地域公共交通計画 

      

喜多方市 

地域公共交通計画 

 

 

 

     

 

 

 

  

平成 29
（2017）年
度～令和 9
（2027）年
度 

令和 9（2027）年度～令和 13（2031）年度 

令和 14
（2032）
年度～ 

令和 10（2028）年度～ 

令和 14
（2032）
年度～ 

令和 8（2026）年度～令和 13（2031）年度 

表 3 計画の期間 
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第 2 章 上位・関連計画の整理 

本計画の上位計画である「喜多方市総合計画」、関連計画である「喜多方市都市マスタープラン」

及び「喜多方市立地適正化計画」では市が目指す将来の都市像、公共交通における位置づけ・課題

を以下のように示しています。 

【喜多方市総合計画】 
項 目 内 容 

将来の都市像 「力強い産業 人が輝く 活力満ちる安心・快適なまち」 

まちづくりの施策

の基本方向 

大綱１：地域の特性を生かした力強い産業づくり 

大綱２：地域を支え未来を拓く人づくり 

大綱３：安全・安心、思いやりのある、人にやさしいまち・くらしづくり 

○社会基盤：市民生活や産業などを支える社会基盤の整備・維持管理の 

推進により、安全で快適なくらしと経済活動の活性化、自然環境に配 

慮した良好な生活空間の形成を目指します。 

大綱４：自然との共生と元気なふるさとづくり 

公共交通の位置づ

け・課題 

公共交通は、車社会の進展や人口の減少に伴い、利用者が減少しているが、

高齢者や児童生徒などの移動手段の確保や交流人口の拡大にとって必要不可

欠なものである。 

今後は、市民のニーズを捉えた公共交通機関の維持と効率化、利便性をより

向上することが課題となっている。 

そのため、持続可能な公共交通の形成と、利用者の利便性の向上を図る。 
  

【喜多方市都市マスタープラン】 
項 目 内 容 

将来の都市像 豊かで元気な農山村と活力ある生活・観光都市 

都市づくりの 

基本的な方向 

①地域が一体となった喜多方の新たな魅力づくり 

②自然環境・景観の保全と活用 

③地域連携の強化と市民生活の利便性向上 

④特色ある産業の振興と産業活動基盤の整備 

⑤少子高齢化・人口減少社会への対応と快適な都市構造の形成 

公共交通の位置づ

け・課題 

市民の移動手段は、鉄道、バスなど公共交通の不便さから、車への依存度が

非常に高く、通勤・買物や医療機関へのアクセスなど道路の果たす役割は非

常に大きなものとなっている。 

また、車を利用できない児童・生徒や高齢者などの交通弱者にとっては、通

学や日常生活における公共交通の重要性は一層高いものとなっており、移動

手段であるバスや鉄道の利便性の向上が求められている。 

そこで、地域の連携強化と市民生活の利便性向上を図るため、道路や公共交

通の機能の充実と強化を図る。 
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【喜多方市立地適正化計画】 
項 目 内 容 

まちづくりの方針 中心市街地と地域生活拠点、コミュニティ拠点の持続可能な地域運営 

課題解決のため 

の誘導方針 

（ストーリー） 

方針１ 中心市街地と地域生活拠点等のネットワーク形成と適切な機能配置 

１-① 拠点性の強化 

１-② 交通ネットワークの強化 

方針２ 安心して暮らせる中心市街地の形成 

２-① 定住促進 

公共交通の位置づ

け・課題 

現状でも利用者数が低迷する公共交通は、人口減少等に伴い更に利用者が減

少し、減便や廃線により利便性が著しく低下するおそれがあり、交通弱者は

自立した生活が困難になることが考えられる。 

また、路線バスや予約型乗合交通の運行経費等の財政負担増により市の財政

状況にも大きな影響が及ぶ。 

そのため、通勤・通学、通院、買い物などの日常生活を支える移動手段の構

築、利用実態と利用者ニーズを踏まえた公共交通の利便性の向上、将来的な

需要を見据えた持続可能な公共交通網の構築、観光客が利用しやすい二次交

通の整備が必要である。 
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第 3 章 地域公共交通の現状 

3-1 市内公共交通ネットワークの全体像 

市内の交通網は、広域の移動を担う路線バスが 3 路線、市内の移動を担う AI オンデマンドバス

「のるーと喜多方」やまちなか循環線、個別輸送を担うタクシーに加え、スクールバスや医療機

関・宿泊施設などが提供する交通サービスで構成されています。 

交通機関 機能分類 主な役割 

喜多方・坂下線、塩川・喜多方線、 

裏磐梯線（路線バス） 
広域交通 

会津若松市・会津坂下町等との自治体

間移動、高校通学・通院・買い物など 

AI オンデマンドバス「のるーと喜多方」 

(予約型乗合交通) 
域内交通 

市内の日常生活移動（通院・買い物・

通学等）・観光移動など 

まちなか循環線（委託路線バス） 
中心市街地の日常生活移動（通院・買

い物・通学等）・観光移動など 

タクシー 個別輸送 
市内全域の個別移動 

スクールバス、医療機関等の送迎バス 
その他 

輸送資源 

児童生徒の通学、通院送迎 など 

※その他、JR 磐越西線（鉄道）が会津若松方面・新潟方面への通勤・通学・観光といった広域交通とし

て運行しており、塩川駅・姥堂駅・会津豊川駅・喜多方駅・山都駅・荻野駅の 6 駅が設置されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 4 市内公共交通ネットワークの全体像 
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【市内公共交通の全体像】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

  

 熱塩 
加納 

高郷 

のるーと西部 

エリア 

のるーと東部 

エリア 

のるーと喜多方の 

指定乗降場所 

(会津坂下町) 

喜多方 

塩川 

山都 

荻野駅 

山都駅 

 

塩川-喜多方線 

喜多方-坂下線 

裏磐梯線 

まちなか循環線 

 

中心市街地 

地域生活拠点 

広域交通(鉄道) 

広域交通(路線バス) 

地域間交通・地域内交通(路線バス) 

のるーと喜多方 

図 3 市内公共交通の全体像 
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 (令和 8 年 10 月時点) 3-2 交通機関ごとの現状 

⑴ 広域路線バス 

会津若松市・会津坂下町方面等を結ぶ広域路線バスとして、塩川・喜多方線及び喜多方・坂下線

が運行されています。これらの路線は、会津圏域地域公共交通計画において圏域の幹線軸に位置づ

けられており、高校生の通学、通院、商業施設への買い物など、日常生活に必要な移動を支えてい

ます。現在、会津圏域地域公共交通利便増進実施計画に基づき、路線の再編・見直しが進められて

います。 

 また、裏磐梯方面を結ぶバスとして、北塩原村が運行する裏磐梯線が運行しています。 

路線名 

運行経路 運行本数 

運行日 
起点 主な経由地 終点 

平日 休日 

上 下 上 下 

喜多方・坂下線 有隣病院前 大沢 
坂下厚生総合

病院 
6 5 2 2 

平日 

土曜日 

塩川・喜多方線 西若松駅東口 塩川 喜多方駅前 11 11 9 9 全日 

裏磐梯線  喜多方駅前 
大塩・裏磐梯

高原駅 

メルキュール

裏磐梯 
4 3 4 3 全日 

 

路線(利用者数 人/年) R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 

喜多方・坂下線 46,775 53,834 55,062 47,493 34,720 

塩川・喜多方線 117,721 156,691 141,702 172,614 86,427 

裏磐梯線 30,290 11,148 11,733 9,911 18,265 

※ 令和 7 年度から IC カードを導入し、利用者数の集計方法を従来の推測値から 

実績値に変更したため、経年比較にあたっては留意が必要。 

 

⑵ まちなか循環線 

中心市街地では、「まちなか循環線」が運行され、市街地内の移動手段として市民の生活を支え

ています。 

路線名 

運行経路 
運行

本数 
運行日 

起点 主な経由地 終点 

まちなか循環線(西回り) 喜多方駅前 合同庁舎入口 喜多方駅前 4 平日 

まちなか循環線(東回り) 喜多方駅前 合同庁舎入口 喜多方駅前 4 平日 

※土日・祝日、12 月 29 日～1 月 3 日は運休 

路線(利用者数 人/年) R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 

まちなか循環線（東・西） 2,911 4,615 6,822 6,736 4,176 

※ 令和 2 年 10 月から運行開始。 

表 5 広域路線バスの運行状況 

表 6 広域路線バスの利用者数 

表 7 まちなか循環線の運行状況 

表 8 まちなか循環線の利用者数 
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⑶ AI オンデマンドバス「のるーと喜多方」 

本市では、予約型乗合交通「みんべぇ号」を前身とし、令和 4 年 10 月から東部エリア（喜多方・

塩川、熱塩加納地区とエリアを順次拡大）で、令和 6 年 10 月から西部エリア（山都・高郷地区）で

AI オンデマンドバス「のるーと喜多方」を運行しています。 

 予約に応じて AI が効率的に運行ルートを設定する仕組みで、アプリ・LINE・電話で予約でき、

市民の通院・買い物・通学等の移動を支える域内交通となっています。 

運行エリア 
運行本数 

（本／日） 運行 

時間帯 
運行日 運賃 

運

営 

主

体 

運行 

事業者 

運

行

形

態 

台

数 
エリア 地区 上 下 

東部 

喜多方 

熱塩加納 

塩川 

－ － 
7:00～ 

19:00 
月～金 

大 人：500 円 

子ども：300 円 

 

※障がい者は半額 

喜
多
方
市
地
域
公
共
交
通
会
議 

福島交通㈱ 

喜多方交通㈱ 

八七一タクシー㈲ 

塩川タクシー㈱ 

区
域
運
行 

8

台 

西部 

山都 

高郷 
－ － 

7:00～ 

17:00 
月～金 

㈲山都タクシー 

塩川タクシー㈱ 

2

台 

山都-喜多方 

ライン 
3 3 

8:30～ 

16:15 
火・木 

㈲山都タクシー 
1

台 高郷-坂下 

ライン 
3 3 

7:45～ 

14:30 

月 

水・金 

※土日・祝日、12 月 29 日～1 月 3 日は運休 

 

区分 (利用者数 人/年) R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 

のるーと喜多方（東部） 8,531 35,943 46,593 45,679 

のるーと喜多方（西部） － － 1,267 2,841 

のるーと喜多方 計 8,531 35,943 47,860 48,520 

※ 東部は R4 年 10 月の運行開始から順次エリアを拡大。西部は R6 年 10 月運行開始。 

 

⑷ タクシー等 

市内では民間のタクシー事業者が運行しており、市内全域を自由に移動できる交通手段として重

要な役割を担っています。 

喜多方交通株式会社、八七一タクシー有限会社、塩川タクシー株式会社、有限会社山都タクシー 

 

⑸ その他の輸送資源 

スクールバス、医療機関・宿泊施設等の送迎バス 

  

表 9 のるーと喜多方の運行状況 

表 10 のるーと喜多方の利用者数 
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3-3 喜多方市地域公共交通計画［R4 年度～R8 年度］の振り返り 

⑴ 施策・事業の実施状況 

本市では、「喜多方市地域公共交通計画［令和 4 年度～令和 8 年度］」（以下「前計画」とい

う。）に基づき、市民の移動手段の確保に向けた各種事業に取り組んできました。あわせて、会津

圏域公共交通活性化協議会等の関係機関と連携し、広域的な課題解決に向けた取組も一体的に進め

ています。 

施策 事業 実施内容 

施策１ 

予約型乗合交通「み

んべぇ号」の運行内

容・システムの見直

し・改善 

・利用エリア・指定乗降場所

の見直し 

・運行日・運行時間・便等の

見直し 

・予約・配車方法・システム

の見直し 

・「のるーと喜多方」の導入 

・アプリ、LINE からの予約受付対応 

施策２ 

市街地路線の見直

し・改善 

・まちなか循環線の見直し 

・市街地内における新たな移

動手段の導入検討 

・まちなか循環線の再編 (R4.6、R7.4、R8.4) 

・まちなか循環線の本格運行の開始(R7.4) 

施策３ 

広域幹線軸の維持・

確保 

・鉄道の維持・活性化 

・広域路線バスの維持・確保 

・JR への要望活動 

・鉄道の利用促進に向けたイベント(鉄道博)実施 

・広域路線バス(塩川・喜多方線、喜多方・坂下線)の

再編 

施策４ 

利用の少ない公共交

通の運行見直し 

・路線バスの利用状況に応じ

た見直し 

・みんべぇ号の利用に応じた

運行方法・エリア等の見直し 

・塩川・熊倉線の廃止 

・のるーと喜多方西部エリアの再編 

施策５ 

利用環境の改善 

・利用促進ツールの作成 

・利用案内・待合環境の整備 

・車両の見直し 

・ICT 技術やデータを活用し

た一体的サービス 

・公共交通総合パンフレット、チラシの作成・配布 

・会津圏域バスマップの作成・配布 

・乗降地点の追加・変更 

・路線バスの運行情報のオープンデータ化 

・のるーと喜多方の OD データ(利用情報)活用 

施策６ 

利用促進 

・地域・企業・学校等と連携

したモビリティ・マネジメン

ト 

・福祉や観光等と連携した利

用促進 

・会津圏域の高校生への利用促進チラシ配布 

・小中学校への通学におけるのるーと喜多方の活用体

制整備 

・出前講座、公共交通説明会の実施 

施策７ 

地域（住民・団体・

施設・企業等）との

協働による取組 

・地域で支える公共交通の仕

組みの構築 

・民間企業・施設等と連携し

た取組 

・市民との意見交換の実施 

 表 11 前計画の施策・事業の実施状況 
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⑵ 計画の評価・検証 

前計画に定めた 5 つの評価指標について、令和 7 年度の実績値により達成状況を評価しました。 

 主な成果として、AI オンデマンドバス「のるーと喜多方」の導入により地域内公共交通の利用者

数が大幅に増加したこと、収支率が改善したことが挙げられます。 

 また、出前講座等の実施回数は、令和 7 年度は目標を達成できませんでしたが（R4:26 回、R5:36

回、R6:19 回）、地域内公共交通の利用者数の増加に一定の効果があったと考えられます。一方で、

次章で示すアンケート調査の結果からは、公共交通に関する情報を十分に入手できていないと感じ

ている市民が一定数いることが明らかになっています。 

 さらに、広域路線バスの年間利用者数は、集計方法の変更により単純な経年比較はできないもの

の、コロナ禍を機に減少し、現在も流行前の水準までは回復していません。 

 このことから、情報発信・利用促進の強化を、本計画に引き継ぐ課題とします。 

基本方針 計画の目標 評価指標 単位 
策定時 

 (R2 年度) 
目標値 

実績値 

(R7 年度) 
評価 

方針①： 

生活で 

「使える」

公共交通の

実現 

目標①： 

市内の移動手段

の利便性向上 

地域内公共

交通利用者

数（年間） 

人/年 25,980 32,000 52,696 達成 

目標②： 

広域の移動手段

の維持・確保 

広域路線バ

スの年間利

用者数 

人/年 186,203 280,000 139,412※ 未達成 

方針②： 

利用実情に

見合った持

続可能な公

共交通の構

築 

目標③： 

利用実態・ニー

ズを踏まえた公

共交通の見直し 

公共交通全

体の市民一

人当たりの

利用回数 

回/人 5.1 7.1 4.7※ 未達成 

予約型乗合

交通の収支

率 

％ 9.0 10.0 14.0 達成 

方針③： 

まちづくり

の基盤とし

ての公共交

通へ 

目標④： 

地域・企業等と

連携した積極的

な利用促進 

出前講座等

の開催回数 
回/年 16 20 10 未達成 

※路線バスにおいて、令和 7 年度から IC カードを導入し、利用者数の集計方法を従来の推測値から実績値に変更し

たため、経年比較にあたっては留意が必要。 

 
  

表 12 前計画の評価指標の達成状況 
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のるーと喜多方の運行開始 専用アプリ・LINE からの予約受付開始 

地域公共交通総合パンフレット 

出前講座 

再編のお知らせチラシ 

【前計画の主な実施内容】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 4 前計画の主な実施内容 
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第 4 章 公共交通を取り巻く問題・課題 

上位計画・関連計画が示す市が目指す将来の都市像の実現に向けて、本市の公共交通の現状や実

態・ニーズ調査の結果等を踏まえ、本計画で対応すべき問題・課題を次のとおり整理します。 

 

問題 1 公共交通が使いづらい 

 

 

 

 

問題 2 情報が届いておらず、公共交通への関心も低い 

 

 

 

 

問題 3 公共交通の維持が困難になってきている 

 

 

 

 

 

問題 4 様々な分野のまちづくりにおいて、公共交通に求められる役割がある 

 

 

 

 

  

 課題 1-① 運行経路、エリア、時間等の利用実態に基づく運行内容の見直しが必要 

 課題 1-② 乗車環境や待合環境などの利用環境の改善が必要 

 課題 2-① 情報発信の強化が必要 

 課題 2-② 公共交通への関心を高める取組が必要 

 課題 3-① 財政負担を抑え、持続可能な公共交通とするための実情に合った見直しが必要 

 課題 3-② 担い手不足の解消に向けた取組が必要 

 課題 3-③ 利用者数の減少とそれに伴う収入の減少に対処する取組が必要 

 課題 4-① まちづくりの目的に合わせた運行内容・取組の見直しが必要 

課題 4-② 関係機関との連携・役割分担が必要 
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問題 1 公共交通が使いづらい 

1-① 運行経路、エリア、時間等の利用実態に基づく運行内容の見直しが必要 

喜多方市地域公共交通会議（以下、「交通会議」という。）が実施した日常の外出と公共交通に

関する市民アンケート（以下、「市民アンケート」という。概要は P41 参照）では、タクシーを除

く市内の公共交通に関して、「利用しない・できない理由」の上位が、運行経路や乗降場所、時間

帯に関わる回答となっており、利用実態に即した運行内容への見直しの必要があります。 

 

1-② 乗車環境や待合環境などの利用環境の改善が必要 

そのほか、公共交通を「利用しない・できない理由」として、『駅やバス停の待合環境が不十

分』、『乗り降りが大変』を挙げる回答が一定数ありました。 

 また、利用者から利用環境の改善を求める声も寄せられており、今後さらに高齢化が進むことを

踏まえ、誰もが安心して公共交通を利用できるよう、待合環境や乗降環境の整備の必要があります。 

 

【利用しない・できない理由】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35.7%
26.0%

25.2%
24.8%

24.0%
17.8%

16.3%
15.5%

13.6%
13.2%

11.6%
7.8%

7.0%
6.2%

4.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

自宅の近くを通っていない・乗降場所が遠い

運行する曜日・時間帯が外出する時間と合わない

自家用車や家族の送迎など他の手段がある

行きたい場所（目的地）に行けない

市街地内の移動ができない・不便である

乗り換え時間が合わない

駅やバス停の待合環境が不十分

運行時間や行き先がわからない

利用方法がわからない

目的地に到着するまでの乗車が長い

予約・利用するのが面倒

混雑していて希望の時間に乗れない

乗り降りが大変（段差・手すりなど）

外出すること自体が少ない

運賃・料金が高い

まちなか循環線

44.6%
31.8%

31.4%
28.3%

27.9%
20.5%

20.2%
17.4%

17.1%
13.2%

11.2%
10.5%

8.9%
7.8%

5.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

自宅の近くを通っていない・乗降場所が遠い

行きたい場所（目的地）に行けない

市街地内の移動ができない・不便である

自家用車や家族の送迎など他の手段がある

運行する曜日・時間帯が外出する時間と合わない

乗り換え時間が合わない

駅やバス停の待合環境が不十分

運賃・料金が高い

目的地に到着するまでの乗車が長い

乗り降りが大変（段差・手すりなど）

運行時間や行き先がわからない

予約・利用するのが面倒

混雑していて希望の時間に乗れない

外出すること自体が少ない

利用方法がわからない

路線バス

日常の外出と公共交通に関する市民アンケート 
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30.2%
26.0%

6.6%
5.0%

4.7%
4.7%
4.7%

3.9%
2.7%
2.7%
2.7%
2.3%
1.9%
1.9%
1.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

運賃・料金が高い

自家用車や家族の送迎など他の手段がある

予約・利用するのが面倒

外出すること自体が少ない

自宅の近くを通っていない・乗降場所が遠い

市街地内の移動ができない・不便である

運行する曜日・時間帯が外出する時間と合わない

行きたい場所（目的地）に行けない

混雑していて希望の時間に乗れない

乗り換え時間が合わない

乗り降りが大変（段差・手すりなど）

利用方法がわからない

運行時間や行き先がわからない

目的地に到着するまでの乗車が長い

駅やバス停の待合環境が不十分

タクシー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

27.9%
21.3%

20.9%
19.8%

18.2%
17.1%

15.9%
14.7%

12.0%
11.2%

8.1%
7.0%
7.0%
7.0%

5.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

自家用車や家族の送迎など他の手段がある

運行する曜日・時間帯が外出する時間と合わない

予約・利用するのが面倒

市街地内の移動ができない・不便である

利用方法がわからない

自宅の近くを通っていない・乗降場所が遠い

行きたい場所（目的地）に行けない

運行時間や行き先がわからない

乗り換え時間が合わない

駅やバス停の待合環境が不十分

混雑していて希望の時間に乗れない

乗り降りが大変（段差・手すりなど）

運賃・料金が高い

目的地に到着するまでの乗車が長い

外出すること自体が少ない

のるーと喜多方

・ 段差が厳しく、（のるーと喜多方に対して）乗れるか不安。 
・ 介助のことを考えると、小さい車両にしてほしい。 
・ 乗り場からは乗れると言っても、そもそも足が痛いから玄関から乗りたい。 
・ 乗り場が遠く、買い物袋を持っての移動が大変。 
・ 主要施設には路線バスの乗り入れをしてほしい。 

【利用者の声】 

図 5 公共交通を利用しない・できない理由 
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問題 2 情報が届いておらず、公共交通への関心も低い 

2-① 情報発信の強化が必要 

市民アンケートの結果では、情報を「十分に得られている」・「ある程度得られている」と回答

した市民は 4 割を超えている一方で、「あまり得られていない」・「ほとんど得られていない」と

回答した市民も 27.5%おり、一定数の市民が情報不足を感じています。 

 情報が十分に届いていない要因としては、「内容がわかりにくい」という情報の質による課題と、

「提供の機会が少ない」という情報の量による課題の両方が挙げられます。 

 また、希望する情報の入手先は、市報・チラシ・回覧板が 46.9%、市ホームページ・SNS・

LINE が 38.4%となっており、紙媒体とデジタル媒体のそれぞれの特性を活かした情報発信をする

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.5%

33.7%

15.5%12.0%

20.2%

8.1%
情報の入手状況

十分に得られている

ある程度得られている

あまり得られていない

ほとんど得られていない

公共交通の情報が必要ない・関心がない

未回答

46.9%
38.4%

17.1%
5.4%

8.5%
15.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

市報・チラシ・回覧板

市ホームページ・SNS・LINE

バス停・車内の掲示や時刻表

家族・知人から

乗り方教室・出前講座など対面の説明

特に必要ない

情報を知りたい入手先

8.5%

10.5%

9.3%

5.8%

7.8%

1.6%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12%

情報提供の機会が少ない

情報掲載内容がわかりにくい

情報の入手方法が不明

ネット・アプリで検索できない

情報が必要ない・関心がない

その他

情報不足の原因

日常の外出と公共交通に関する市民アンケート 

図 6 情報の入手状況・情報不足の原因・情報を知りたい入手先 
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2-② 公共交通への関心を高める取組が必要 

本市を含む会津圏域では、依然として自家用車の利用率が高く、公共交通の必要性を感じていな

い市民も多いことから、情報についても「必要ない・関心がない」という回答が一定数見られ、公

共交通そのものへの関心や理解を高めていく必要があります。 

出典：会津圏域地域公共交通計画（２０２６－２０３１） 
 

また、本市で実施した行政サービスに対する満足度アンケート（以下、「満足度アンケート」と

いう。概要は P41 参照）においては、回答者の 26.6%が「わからない」と回答しています。このこ

とから、公共交通に関する情報が十分に届いていないことや関心が低いことにより、サービスの内

容や必要性を十分に把握できず、評価が難しいと考える市民が一定数いることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 13 会津圏域における交通手段分担率 
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問題 3 公共交通の維持が困難になってきている 

3-① 財政負担を抑え、持続可能な公共交通とするための実情に合った見直しが必要 

本市における公共交通にかかる経費は、のるーと喜多方の導入により、一時減少しましたが、近

年の人件費や燃料費等の物価高騰により、今後は増加が見込まれます。 

 限られた財源の中で引き続き公共交通を維持・確保していくためには、今後も財政負担の抑制を

図りながら、地域の実情や利用者のニーズに応じた持続可能な公共交通サービスを提供していく必

要があります。 

 
 

 

また、市民アンケートの結果では、回答者全体の約 6 割が現状の水準の維持又は向上を望んでお

り、公共交通が市民生活を支える重要な役割を担っていることから、将来にわたり公共交通を維

持・確保できるよう、持続可能な運行形態やサービスの見直しを進める必要があります。 
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0
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80,000

100,000

120,000
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160,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

地域公共交通経費

経費総計(千円) 人口一人当たり経費(円)

35.3%

22.1%

20.5%

3.1%

10.9%

8.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

市の負担が増えても、便利にするべき

現状のまま維持するべき

見直し・縮小により負担を減らすべき

市が維持する必要はない

わからない

未回答

今後の公共交通のあり方

日常の外出と公共交通に関する市民アンケート 

※経費総計：路線バス、委託バス、交通会議負担金の合算値 図 7 地域公共交通経費の推移 

図 8 今後の公共交通のあり方 
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3-② 担い手不足の解消に向けた取組が必要 

 全国的に乗務員不足が大きな課題となる中、本市が属する会津圏域においても担い手不足は深刻

な状況にあります。会津乗合自動車㈱（令和 8 年 4 月より福島交通㈱と合併）における路線バス乗

務員の充足率は 83.89％（令和 7 年 10 月 1 日時点）であり、乗務員不足に伴うバス路線の再編や廃

止も余儀なくされています。 

 市内の交通事業者においても、同様に乗務員の高齢化は深刻な状況にあります。ヒアリングを行

った市内の事業者では、運転者に占める 65 歳以上の割合が約 3 割の事業者がある一方、従業員のほ

ぼ全員が該当する事業者もおり、若年層の新規雇用が進んでいない実態がうかがえます。 

 新規雇用が進まない背景としては、二種免許の取得に費用や時間を要すること、マイカー利用や

人口減少により地域の運送需要が伸び悩んでいること、燃料費等の経費が増加する中で賃金の引き

上げが難しいことなど、複数の要因が指摘されています。 

 こうした中、事業者独自に二種免許取得を支援するなど、就職のハードルを下げる取組も見られ

る一方で、都市部への人材流出を懸念する声もあり、事業者単独で乗務員を確保することには限界

があります。 

 また、人材を確保できれば事業の維持・拡大に意欲を示す事業者や、担い手不足を会津圏域全体

で取り組む課題として捉え、近隣市町村との連携に前向きな事業者もおり、効果的な支援策や広域

的な連携により状況の改善が期待されます。 

このような実態を踏まえ、二種免許取得への支援や待遇改善に向けた取組に加え、会津圏域の関

係市町村や事業者が連携し、担い手の確保・育成に取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国土交通省関東運輸局：[交通空白解消の取組と輸送資源のフル活用について(令和 8 年 6 月 29 日)] 

図 9 乗合バス路線の廃止・減便状況とドライバー数の推移 
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3-③ 利用者数の減少とそれに伴う収入の減少に対処する取組が必要 

 のるーと喜多方の導入により、市の域内公共交通の利用者数は増加したものの、公共交通全体の

利用者はコロナ禍を機に減少し、現在も流行前の水準には回復していない状況です。 

 また、本市の人口は減少が続いており、「喜多方市⾧期人口ビジョン［第 3 版］（令和 7 年 3

月）」の将来展望人口では、2030 年に 37,775 人と見込まれており、人口減少に伴い公共交通の利

用者数も減少することが予想されます。 

 こうした利用者数の減少とそれに伴う収入の減少により、公共交通を維持することが今後ますま

す困難になることが懸念されるため、地域の実情や社会情勢の変化に対応する必要があります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

※路線バスにおいて、令和 7 年度から IC カードを導入し、利用者数の集計方法を従来の推測値から実績値に変更し

たため、経年比較にあたっては留意が必要。 
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出典：喜多方市⾧期人口ビジョン［第 3 版］ 

図 10 公共交通の利用者数の推移 

図 11 喜多方市の総人口の推移と将来展望人口 



R8.10.29 1100 

22 

問題 4 様々な分野のまちづくりにおいて、公共交通に求められる役割がある 

4-① まちづくりの目的に合わせた運行内容・取組の見直しが必要 

公共交通には、児童・生徒の通学、高齢者の通院・買い物、観光客の周遊など、利用者ごとに求

められる役割があります。 

 こうした役割は、居住や都市機能の誘導、学校の再編、観光施策の展開など、市が進めるまちづ

くりの方向性に応じて変化していきます。このため、公共交通の運行内容や関連する取組について

も、まちづくりの動向を踏まえ継続的に見直していく必要があります。 

 

4-② 関係機関との連携・役割分担が必要 

移動手段の確保が必要とされる場面は、福祉、教育、観光、都市計画など多様な分野にまたがっ

ており、交通分野だけで対応することは困難です。 

 限られた資源の中で多様な移動需要に対応していくためには、公共交通が担う移動と各分野の取

組（施設送迎バス、スクールバス、移動支援制度等）が担う移動を整理する必要があります。 

 このため、関係機関との情報共有を図り、それぞれの役割分担を明確にしたうえで、相互に連携

し、効率的に移動手段を確保していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国土交通省関東運輸局：[交通空白解消の取組と輸送資源のフル活用について(令和 8 年 6 月 29 日)] 

図 12 「地域輸送資源のフル活用」のイメージ 
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第 5 章 基本方針と計画の目標 

5-1 基本方針 

 本計画では、日常生活を支える社会基盤である公共交通について、これまでの成果と課題を踏ま

え、交通ネットワークの見直しや情報発信の強化を図りながら、より多くの市民に利用される持続

可能な公共交通の実現を目指し、基本理念を次のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 また、基本理念の実現に向け、次の 4 つの基本方針・目標を定めます。 

基本方針 

方針 1：日常生活を支える利便性の高い公共交通の実現  → 目標 1 

通院・買い物・通学等の日常の移動を支え、誰もが安心して暮らせるまちに向けた公共交通の実現

を目指します。 

方針 2：移動手段として「選ばれる」公共交通の実現   → 目標 2 

入手しやすくわかりやすい情報を届け、公共交通を含めた移動手段への関心を高めます。 

方針 3：社会変化に対応した持続可能な公共交通の実現  → 目標 3 

経費の増加や担い手不足に対応し、将来にわたり公共交通を維持できる体制の構築を目指します。 

方針 4：まちづくりの基盤としての公共交通の実現    → 目標 4 

様々な分野のまちづくりを支える基盤としての公共交通の実現を目指します。 

（高齢者・障がい者等の外出機会の創出、子育て支援、教育、観光、都市計画、地域活性化など） 

 

  

市民の日常生活を支える 
持続可能な地域公共交通の実現を目指します 
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5-2 計画の目標 

本計画が掲げる基本方針の実現に向け、以下の目標を設定します。 

 また、施策・事業の展開による目標の達成を評価するため、それぞれの目標に対して数値目標を

設定します。 

 

 

のるーと喜多方、まちなか循環線及び広域路線バスの利用実態に応じて運行内容を見直すととも

に、乗降・待合環境の改善を図り、市内及び近隣市町村への通学・通院・買い物等の日常の移動を

支えます。 

 また、広域路線バスについては、会津圏域公共交通活性化協議会や近隣自治体と連携し、路線の

維持・確保に取り組みます。 

【評価指標】地域内公共交通の年間利用者数 

 

 

公共交通の情報発信を強化するとともに、モビリティ・マネジメント（過度に自動車に頼らず、

公共交通をかしこく利用するための意識変化を促す取組）を通して、公共交通への意識・関心を高

めます。 

【評価指標】公共交通全体の市民一人当たりの年間利用回数 

 

 

利用実態や運行実績、担い手不足等の社会情勢を踏まえ、公共交通の維持・確保に向けた取組を

進めます。 

【評価指標】予約型乗合交通の収支率 

 

 

居住や都市機能の誘導、学校の再編、観光施策の展開など、市が進めるまちづくりの方向性を踏

まえ、公共交通の運行内容や関連する取組を見直します。 

 また、福祉、教育、観光、都市計画等の関係機関と役割分担を明確にしたうえで連携し、限られ

た資源を有効活用しながら効率的に移動手段を確保します。 

【評価指標】公共交通に対する満足度 

  

目標 1 通院・通学・買い物等の日常生活を支える公共交通を確保・維持する。 

目標 2 公共交通の情報を確実に届け、利用への関心を高める。 

目標 3 実情に見合った持続可能な公共交通を実現する。 

目標 4 まちづくりの目的に合わせて公共交通を見直し、関係分野と連携した取組を実現する。 
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 【実施主体：市、交通事業者】 

 【実施主体：市、交通事業者】 

第 6 章 目標達成のための施策・事業及び評価指標 

6-1 各事業の内容と実施主体 

 

 

① 地域内公共交通の運行内容の見直し  

OD データ（利用者の移動実績データ）や市民・地域からの要望を分析し、運行エリア、乗降場

所、運行日、運行時間帯等について、利用実態に応じた運行内容への見直しを進めます。 

 なお、見直しにあたっては、利用需要に加えて運行に必要な経費や人員等の供給体制を踏まえ、

持続可能な運行の確保に配慮します。 

【主な取組】 

 

 

② 地域内公共交通の一体的な見直し  

利用実態や利用条件を踏まえて各交通機関の役割を検証し、利用の少ない路線・区間や役割が重

複するサービス等を整理するとともに、実情に応じた移動手段を検討します。 

 あわせて、交通機関相互の円滑な乗り継ぎ環境の確保、公共交通ネットワーク全体の一体的な見

直しにより、効率的で持続可能な公共交通体系の構築を進めます。 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

 

・運行するエリア及び利用条件の見直し 
・運行日・運行時間帯の見直し 
・市街地内の指定乗降場所の追加・変更 
・まちなか循環線のルート・便数・ダイヤの見直し 

・利用実態、利用条件に基づく各路線の役割の検証 

・利用が少ない路線・区間や役割が重複するサービスの整理・見直し 

・地域の需要に応じた運行形態（定時定路線・デマンド型交通・タクシー等）の比較検討 

目標 1 通院・通学・買い物等の日常生活を支える公共交通を確保・維持する。 
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 【実施主体：市、交通事業者、関係施設等】 

 【実施主体：市、会津圏域市町村、交通事業者】 

【実施主体：市、近隣自治体、交通事業者】 

③ 乗降・待合環境の整備  

高齢者や障がい者等が安心して公共交通を利用できるよう、交通事業者と連携してバリアフリ

ー化を進めるとともに、医療機関や商業施設等の協力を得ながら、施設の出入口付近への乗降場

所の設置や待合環境の改善など利用環境の整備を進めます。 

【主な取組】 

 

 

 

④ 会津圏域公共交通活性化協議会と連携した広域路線バスの見直し・改善 

 

学校の統廃合や商業施設の新設・移転等により、会津圏域の移動需要は変化しています。 

 このため、会津圏域公共交通活性化協議会と連携し、会津圏域地域公共交通利便増進実施計画に

基づき、IC カードデータ等を活用した EBPM（証拠に基づく政策立案）による検証を行いながら、

本市に関係する塩川・喜多方線及び喜多方・坂下線をはじめとする広域路線バスの再編・見直しを

進めます。 

【主な取組】 

 

⑤ 近隣自治体との連携強化  

近隣自治体と観光客の利用状況を共有し、広域的な視点から公共交通の利用促進に向けた連携を

強化します。 

 北塩原村が運行する裏磐梯線は本市内も運行していることから、近隣自治体と情報共有を図りな

がら、市内交通との接続や利用案内の充実により、市民や観光客が利用しやすい環境の整備に取り

組みます。 

【主な取組】 

 

 

 

  

・低床車両・ユニバーサルデザインタクシー等の導入支援や乗降時のバリアフリー対応 
・主要な乗降場所における待合環境の現況調査 
・医療機関・商業施設等と出入口付近への乗降場所の設定協議 

・IC カードデータや乗降調査等による利用状況の把握・検証 

・塩川・喜多方線及び喜多方・坂下線のダイヤ・経路等の見直し 

・広域路線バスと域内交通との乗り継ぎ環境・案内の改善 

・近隣自治体との連絡会議の開催 

・裏磐梯線と市内交通との接続の見直し 

・近隣自治体との公共交通の利用状況及び観光需要に関するデータの共有 
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 【実施主体：市、交通事業者】 

【実施主体：市、交通事業者、学校・企業・福祉・医療機関等】 

 

 

① 情報発信の強化   

公共交通を日常生活で「使える」移動手段とするため、情報発信の内容（質）及び頻度（量）を

見直し、必要な情報をわかりやすく適切な方法で入手できるよう情報提供の充実を図ります。 

 特に、高齢者、高校生とその保護者、観光客など、利用者ごとに必要な情報や発信方法を整理し、

紙媒体とデジタル媒体の双方を活用した定期的な情報発信に取り組みます。 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

 

② 地域・学校・企業等と連携したモビリティ・マネジメント 

 

移動手段として「選ばれる」ためには、市民一人ひとりが公共交通の利用を「自分ごと」として

捉えることが重要です。 

 このため、地域、学校、企業等の多様な主体に働きかけ、協働しながらモビリティ・マネジメン

トの取組を進めます。具体的には、進学、就職、運転免許の返納など、移動手段を見直す機会をと

らえ、対象に応じた手法で利用を促進します。 

【主な取組】 

 

 

 

  

・公共交通総合案内の作成・配布 

・のるーと喜多方の予約方法・乗車方法案内の作成・配布 

・通院・買い物・通学など目的別の利用案内の作成 

・市広報、市ホームページ、SNS、LINE による定期的な情報発信 

・時刻表・運行情報のオープンデータ化の継続による経路検索サービスへの掲載 

・会津圏域公共交通活性化協議会と連携した利用促進チラシ等の配布 

・個人的なバスの利用内容をまとめる「マイバスカルテ」の作成・配布 
・家族送迎におけるコストの見える化 
・地域の集会等でのバスの乗り方教室の開催 
・バス試乗の実施 

目標 2 公共交通の情報を確実に届け、利用への関心を高める。 
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【実施主体：市、交通事業者】 

【実施主体：市、会津圏域市町村、交通事業者】 

 

 

① 利用データに基づく公共交通の適正化  

のるーと喜多方の運行システムや、広域路線バスへの IC カードの導入により、乗降実績や移動状

況をより詳細に把握できるようになりました。 

 今後も継続的かつ安定的に公共交通を提供できるよう、会津圏域公共交通活性化協議会と連携し、

これらのデータの分析に基づき、需要に応じた路線・運行エリア・便数・ダイヤ等の運行内容や車

両・配車等の運行体制の見直しを行い、地域の実情や社会情勢の変化に対応した公共交通の適正化

を進めます。 

 また、人件費や燃料費等の運行経費が増加傾向にあることを踏まえ、適切な受益者負担のあり方

を検討します。 

【主な取組】 

 

 

 

 

② 国・県補助制度の積極的活用、収入源の多様化 

国・県の支援制度を積極的に活用し、車両の更新、実証事業等に必要な財源の確保に努めます。 

 また、持続可能な運行を確保するため、交通事業者と連携し、車内広告や企業協賛など、運賃収

入以外の多様な収入源の確保を進めます。 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

  

・のるーと喜多方の運行データ及び IC カードデータの定期的な分析 

・需要や社会情勢に応じた運行内容、車両、運行台数等の適正化 

・運賃等の受益者負担のあり方の検討 

・国の地域公共交通確保維持改善事業や福島県の補助制度の活用 
・車両ラッピング・車内広告の募集等の自主財源の確保に向けた連携 
・時刻表や公共交通ガイドへの広告掲載 

目標 3 実情に見合った持続可能な公共交通を実現する。 
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【実施主体：市、交通事業者】 

【実施主体：市、交通事業者、地域住民組織】 

③ 運転士等の担い手の確保に向けた支援  

運転士等の担い手不足は全国的に深刻化しており、公共交通の維持に直結する課題であることか

ら、交通事業者と連携して担い手の確保に取り組みます。 

 交通事業者や国・県と連携しながら、第二種運転免許の取得、労働環境の改善に向けた支援、採

用活動への協力など、担い手不足の解消に向けた取組を進めます。 

【主な取組】 

 

 

 

 

④ 新たな輸送資源の調査・研究  

現在生じている課題や将来的に生じ得る課題に備え、国の動向を注視し、地域の輸送資源の活用

や新たな運送形態、自動運転をはじめとする技術について、情報収集や調査研究を進めます。 

【主な取組】 

 

 

 

 

※ 公共ライドシェア…バス・タクシー事業が成り立たない場合であって、地域における輸送手段

の確保が必要な場合に、必要な安全上の措置をとったうえで、市町村や

NPO 法人等が、自家用車を用いて提供する運送サービス。 

  

・交通事業者へのヒアリングによる担い手不足の定期的な把握 
・第二種運転免許の取得費用の支援など、事業者の採用活動の支援制度の検討 
・事業者が取り組む労働環境の改善への支援 

・公共ライドシェア等に関する情報収集・調査 
・福祉施設や事業所等の送迎車両など、地域の輸送資源の活用可能性の調査 
・自動運転等の最新技術に関する国の実証の動向や他地域の事例の情報収集 
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【実施主体：市、交通事業者、都市整備・福祉・教育・観光等の関係機関】 

【実施主体：市、交通事業者、学校、福祉・観光等の関係機関、商業・医療施設、市民】 

 

 

① まちづくりの目的に合わせた運行内容・取組の見直し 

 

都市計画をはじめとする関係計画との整合を図りながら、まちづくりの方向性を踏まえ、運行ル

ートや乗降場所などの運行内容の見直しを進めます。 

 また、鉄道・広域路線バス・地域内公共交通の相互の円滑な乗り継ぎ環境の確保に取り組みます。 

【主な取組】 

 

 

 

② 関係機関との役割分担と地域との協働  

 

スクールバス、施設送迎バス、移動支援制度等の各分野の取組が担う移動の範囲を整理し、関係

分野との役割分担について検討を進めます。 

 あわせて、市や交通事業者などの運行を担う側だけでなく、目的地となる事業者・施設や利用者

である市民を交え、地域全体で公共交通を支える取組を進めます。 

【主な取組】 

 

 

 

 

※ 二次交通…駅などの拠点から観光地・宿泊施設・学校など最終目的地までを結ぶ「二つ目の移

動手段」のこと 

 

 

 

  

・スクールバスや施設送迎バスと公共交通の役割分担の整理 
・免許返納者や高齢者の外出支援について関係機関と連携した実態把握と対応の検討 
・家族による送迎の負担に関する実態把握と関係分野での対応の検討 
・地域ごとの意見交換会の開催 

・立地適正化計画等の関係計画と連携した運行エリア・運行内容の検討 
・商業施設・医療機関等の新設・移転にあわせた運行ルート・乗降場所の見直し 
・主要な観光施設や催事に対応した二次交通手段の検討 

目標 4 まちづくりの目的に合わせて公共交通を見直し、関係分野と連携した取組を実現する。 
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6-2 評価指標・数値目標 

⑴ 評価指標及び数値目標 

本計画の達成状況を評価するための評価指標及び数値目標を次のとおり定めます。 

基本方針 目標 評価指標 単位 現状値 
目標値 

R13 年度 

方針 1 日常生活

を支える利便性

の高い公共交通

の実現 

目標 1 通院・通学・買い物

等の日常生活を支える公共交

通を確保・維持する。 

地域内公共交通の

年間利用者数 
人/年 

52,696 

(R7 年度) 
53,200 

方針 2 移動手段

として「選ばれ

る」公共交通の

実現 

目標 2 公共交通の情報を確

実に届け、利用への関心を高

める。 

公共交通全体の市

民一人当たりの年

間利用回数 

回/人 
4.7 

(R7 年度) 
5.2 

方針 3 社会変化

に対応した持続

可能な公共交通

の実現 

目標 3 実情に見合った持続

可能な公共交通を実現する。 

予約型乗合交通の

収支率 
％ 

14.0 

(R7 年度) 
14.0 

方針 4 まちづく

りの基盤として

の公共交通の実

現 

目標 4 まちづくりの目的に

合わせて公共交通を見直し、

関係分野と連携した取組を実

現する。 

公共交通に対する

満足度 
点 

44.9 

(R8 年度) 
50.6 

 

⑵ 指標の算出方法と目標値の設定 

ア 地域内公共交通の年間利用者数[人/年] → 目標 1 

指標の設定理由 
運行内容の見直しや乗降・待合環境の整備が、市民の日常生活の移動の確

保につながっているかを、利用実績から評価する。 

指標の算出方法 
地域内公共交通（のるーと喜多方、まちなか循環線）の年度ごとの利用者

数（延べ人数）を合計した値とする。 

目標値の設定 
今後も人口の減少とそれに伴う公共交通の利用者数の減少が見込まれるこ

とから、本計画による効果を見込み、現状値(令和 7 年度)の維持を目標と

する。 

使用データ のるーと喜多方、まちなか循環線の利用実績(年間 4月 1 日～3月 31 日) 

 

表 14 評価指標及び数値目標 
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イ 公共交通全体の市民一人当たりの年間利用回数[回/人]  → 目標 2 

指標の設定理由 
情報発信やモビリティ・マネジメント等が公共交通の利用につながってい

るかを評価する。 

指標の算出方法 (広域路線バス利用者数＋地域内公共交通利用者数)÷当該年度の市総人口 

目標値の設定 

広域路線バスは会津圏域地域公共交通計画と整合を図り、地域内公共交通

は目標 1 のとおり、いずれも令和 7 年度の利用者数を維持することとし、

その合計を喜多方市長期人口ビジョン［将来展望人口］による令和 13 年

度の総人口で除した値を目標値とする。 

使用データ 

・喜多方・坂下線、塩川・喜多方線、裏磐梯線の利用実績 

(年間 4月 1日～3月 31 日) 

・のるーと喜多方、まちなか循環線の利用実績(年間 4月 1 日～3月 31 日) 

・市総人口：住民基本台帳人口（各年度 5月 1日時点） 

 
 
ウ 予約型乗合交通の収支率[％] → 目標 3 

指標の設定理由 
持続可能な公共交通を維持するため、収支率が一定の水準に保たれている

かを評価する。また、前計画と同様の指標を設けることで、これまでの経

過と同一の評価ができる。 

指標の算出方法 予約型乗合交通に係る収入(年間)÷予約型乗合交通に係る経費(年間) 

目標値の設定 
今後も人件費や燃料費等の物価の高騰により運行経費の増加が見込まれる

ことから、本計画に基づく運行の効率化や収入の確保等に取り組むことで

収支率の低下を抑え、現状値（令和 7年度）の維持を目標とする。 

使用データ 喜多方市地域公共交通会議決算額(年間 4月 1日～3月 31 日) 

 
 
エ 公共交通に対する満足度[点] → 目標 4 

指標の設定理由 
まちづくりの目的に合わせた公共交通であるか、市民から評価されている

かを確認するため、公共交通に対する満足度で評価する。 

指標の算出方法 
行政サービスに対する満足度アンケート調査の公共交通に関する設問にお

ける「評価点」を用いる。 

目標値の設定 令和 8年度の調査全体の満足度(中央値)である 50.6 点を目指す。 

使用データ 喜多方市企画調整課「行政サービスに対する満足度アンケート調査」 
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6-3 計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市
民
の
日
常
生
活
を
支
え
る
持
続
可
能
な
地
域
公
共
交
通
の
実
現
を
目
指
し
ま
す 

理念 

問題 3 公共交通の維持が困難になってきている 

3-① 財政負担を抑え、持続可能な公共交通とするための 

実情に合った見直しが必要 

3-② 担い手不足の解消に向けた取組が必要 

3-③ 利用者数の減少とそれに伴う収入の減少に対処する 

取組が必要 

 

問題 4 様々な分野のまちづくりにおいて、公共交通に求め

られる役割がある 

4-① まちづくりの目的に合わせた運行内容・取組の 

見直しが必要 

4-② 関係機関との連携・役割分担が必要 

問題・課題 

問題 2 情報が届いておらず、公共交通への関心も低い 

2-① 情報発信の強化が必要 

2-② 公共交通への関心を高める取組が必要 

問題 1 公共交通が使いづらい 

1-① 運行経路、エリア、時間等の利用実態に基づく運行

内容の見直しが必要 

1-② 乗車環境や待合環境などの利用環境の改善が必要 

 

方針 1 日常生活を支える 

利便性の高い公共交通の実現 

方針 2 移動手段として 

「選ばれる」公共交通の実現 

方針 3 社会変化に対応した

持続可能な公共交通の実現 

方針 4 まちづくりの基盤と

しての公共交通の実現 

基本方針 
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通院・通学・買い物等の日

常生活を支える公共交通を

確保・維持する。 

 

公共交通の情報を確実に届

け、利用への関心を高め

る。 

 

実情に見合った持続可能な

公共交通を実現する。 

 

まちづくりの目的に合わせ

て公共交通を見直し、関係

分野と連携した取組を実現

する。 

目標 施策 

■ 地域内公共交通の見直し・改善 

 ① 地域内公共交通の運行内容の見直し 

 ② 地域内公共交通の一体的な見直し 

③ 乗降・待合環境の整備 

■ 広域交通の見直し・改善 

④ 会津圏域公共交通活性化協議会と連携し 

た広域路線バスの見直し・改善 

⑤ 近隣自治体との連携強化  

■ 情報発信と利用促進のための仕組みづくり 

① 情報発信の強化 

② 地域・学校・企業等と連携した 

モビリティ・マネジメント 

■ 社会情勢、地域の実情に合わせた公共交通 

の提供 

① 利用データに基づく公共交通の適正化 

② 国・県補助制度の積極的活用、収入源の 

多様化 

③ 運転士等の担い手の確保に向けた支援 

④ 新たな輸送資源の調査・研究 

■ まちづくりに合わせた取組の見直しと協働 

① まちづくりの目的に合わせた運行内容・ 

取組の見直し 

② 関係機関との役割分担と地域との協働 

指標 

指標 1 地域内公共交

通の年間利用者数 

52,696 人⇒53,200 人 

指標 2 公共交通全体

の市民一人当たりの年

間利用回数 

4.7 回⇒5.2 回 

指標 3 予約型乗合交

通の収支率 

14.0％を維持 

指標 4 公共交通に対

する満足度 

44.9 点⇒50.6 点 

目標 1  

目標 2  

目標 3  

目標 4 
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6-4 事業の実施スケジュール 

各施策は次のスケジュールを基本として実施し、必要に応じて見直しを行います。 

目

標 
施策 

R9 年度 
(2027) 

R10 年度 
(2028) 

R11 年度 
(2029) 

R12 年度 
(2030) 

R13 年度 
(2031) 

目

標

1 

① 地域内公共交通の運行内容の見直し      

② 地域内公共交通の一体的な見直し      

③ 乗降・待合環境の整備      

④ 会津圏域公共交通活性化協議会と連携し

た広域路線バスの見直し・改善 

     

⑤ 近隣自治体との連携強化      

目

標

2 

① 情報発信の強化      

② 地域・学校・企業等と連携したモビリテ

ィ・マネジメント 

     

目

標

3 

① 利用データに基づく公共交通の適正化      

② 国・県補助制度の積極的活用、収入源の

多様化 

     

③ 運転士等の担い手の確保に向けた支援      

④ 新たな輸送資源の調査・研究      

目

標

4 

① まちづくりの目的に合わせた運行内容・

取組の見直し 

     

② 関係機関との役割分担と地域との協働      

  

実施・評価検証・見直し 計画 

検討・調整 実施・評価検証 見直し 

実施 

検討・調整 実施・評価検証 見直し 

協議・再編の実施 効果検証 見直し 

検討・調整 実施・評価検証 見直し 

協議・再編の実施 効果検証 見直し 

検討・調整 実施・評価検証 見直し 

段階的に実施・評価検証・見直し 

協議・再編の実施 効果検証 見直し 

協議・再編の実施 効果検証 見直し 

段階的に実施・評価検証・見直し 

段階的に実施・評価検証・見直し 検討・調整 

表 15 事業の実施スケジュール 
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第 7 章 計画の推進及び達成状況の評価・検証 

7-1 主体ごとの基本的な役割 

主体 主な役割 

市（行政） 
・全体コーディネート（関係機関や周辺市町村との協議・調整）を行う。 

・日常生活に必要な移動手段を確保する。 

交通事業者 ・広域幹線軸や地区内交通等の運行を担い、市民の移動を確保する。 

地域 

（住民・民間等） 
・サービスを受けるとともに、公共交通を支えるための取組を行う。 

様々な関係機関 ・地域の一員として公共交通との調整・連携を図り、まちづくりに貢献する。 

 

 

 

  

 

交通事業者 

 

地域 

 

関係機関 

 

市 

連携 

協働 

表 16 主体ごとの基本的な役割 

図 13 各主体の連携・協働 



R8.10.29 1100 

37 

7-2 計画の推進体制 

本計画は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく協議会である「喜多方市地域公

共交通会議」における協議を踏まえ、喜多方市を中心に関係者の連携・協働により推進します。 

本会議に提案する事項については、必要に応じて「幹事会」での協議又は調整を行います。また、

本計画に位置付けられた各施策・事業の実施に向けては、必要に応じて「分科会」での専門的な調

査・検討を行います。分科会は、喜多方市地域公共交通会議構成員を基本としつつ、各種テーマに

応じて構成員を選定するとともに、必要に応じて会議構成員以外の関係者の参画を求めます。 

なお、広域路線バスの再編等の圏域における広域的な施策については、会津圏域公共交通活性化

協議会等と連携して取り組みます。 

 

  

 喜多方市地域公共交通会議 
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7-3 PDCA サイクルによる評価・検証 

計画の実効性を確保するため、PDCA サイクルにより継続的に評価・改善を行います。その結果

を翌年度以降の取組に反映します。 

本計画は、計画策定（Plan）、施策・事業の実施（Do）、モニタリング・評価（Check）、見直

し・改善（Action）を繰り返す PDCA サイクルの考え方により推進し、必要に応じて計画の見直し

を行います。 

 

【PDCA サイクル】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年間のスケジュール（案）】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

地域公共交通
会議等の開催

計画に基づき
実施する内容

関連する行事

施策・事業の実施 D
準備

交通会議① 交通会議②

分科会（適宜）

施策・事業の
モニタリング C

次年度への
見直し検討 A

前年度を踏ま
えた事業計画 P

次年度予算要求

次年度の事業
計画の具体化 P

幹事会① 幹事会②

令和９年 
（1 年目）

令和10年 
（２年目） 

令和11年  
（３年目） 

令和12年   
（４年目）

令和13年  
（５年目） 

施策 ・事業の
実施 

施策 ・事業の
モニタリン 
グ・評価 

計画の評価指

標のモニタリ

ング ・評価 

計画の見直し

検討 ・改訂 

実施準備 実施 準備 実施 準備 実施 準備 実施 準備

次期計画の 検討

D D D D D 

評価 
指標 C

A ・P

評価 
指標 C

評価 
指標 C

評価 
指標 C

評価指標・ 
計画の評価 C

C A ・P C A・ P C A・ P C A・P C

必要に応じて計画変更 A・ P

表 17 PDCA サイクル 

表 18 年間のスケジュール（案） 
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参考資料 

１ 策定の体制・経過 

⑴ 策定体制  

【喜多方市地域公共交通会議の構成員】 ※令和 8 年 10 月現在 

区 分 事業者・団体名 役職等 役職 

市⾧ 喜多方市 市⾧ 会⾧ 

一般乗合旅客自動車運送事業者 福島交通株式会社 会津支社⾧  

その他の一般旅客自動車運送事業者 福島交通株式会社 喜多方営業所⾧  

喜多方交通株式会社 専務取締役  

八七一タクシー有限会社  取締役管理部⾧  

塩川タクシー株式会社 専務取締役  

有限会社山都タクシー 代表取締役  

一般旅客自動車運送事業者の組織す

る団体 

公益社団法人福島県バス協会 専務理事  

一般社団法人福島県タクシー協会 会津支部 事務局⾧  

一般旅客自動車運送事業者の事業用

自動車の運転者が組織する団体 

私鉄福島交通労働組合 喜多方支部⾧  

全国交通運輸労働組合総連合 福島県支部 事務局⾧  

住民又は旅客 喜多方市行政区⾧会連合会 

（喜多方地区副代表） 
副会⾧  

喜多方市行政区⾧会連合会 

（熱塩加納地区代表） 
副会⾧  

喜多方市行政区⾧会連合会 

（塩川地区代表） 
副会⾧ 副会⾧ 

喜多方市行政区⾧会連合会 

（山都地区代表） 
代表区⾧  

喜多方市行政区⾧会連合会 

（高郷地区代表） 
代表区⾧  

喜多方市老人クラブ連合会 理事  

喜多方市 PTA 連絡協議会 会⾧  

地方運輸局⾧ 国土交通省 東北運輸局 福島運輸支局 首席運輸企画専門官  

会⾧が必要と認める者 
会津地方振興局 

県民環境部副部⾧ 

兼県民生活課⾧ 
 

喜多方建設事務所 企画調査課⾧  

喜多方警察署 交通課⾧  

会津喜多方商工会議所 副会頭 監事 

きたかた商工会 副会⾧  

喜多方市企画政策部 企画政策部⾧ 監事 

喜多方市建設部 都市整備課⾧  

喜多方市保健福祉部 高齢福祉課⾧  

喜多方市教育委員会教育部 学校教育課⾧  
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⑵ 策定までの経過 

月 会議・部会・研究会 等 実態調査・市民意見 等 

4 月   

5 月   

6 月   

7 月 第１回喜多方市地域公共交通会議  

8 月 
 市民アンケート調査 

施設(医療、ホテル・観光)アンケート調査 

9 月 第２回喜多方市地域公共交通会議 関係者ヒアリング 

10 月   

11 月 第３回喜多方市地域公共交通会議  

12 月  市議会全員協議会での協議 

1 月  パブリックコメント 

2 月 第４回喜多方市地域公共交通会議  

3 月   
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２ 実態・ニーズ調査の概要 

⑴ 日常の外出と公共交通に関する市民アンケート調査（喜多方市地域公共交通会議） 
項目 内容 

調査対象 市内在住の市民 

実施方法 
・インターネット（WEB）を用いた回答 

・用紙の配布(庁内・車内設置、説明会での配布、サロン、支え合い会議 等) 

回収数 258 人（令和 8 年 8 月 25 日時点） 

調査項目 
市民の日常の外出・移動の実態と、公共交通（路線バス・まちなか循環線・の

るーと喜多方・タクシー等）の利用状況・満足度・改善要望・情報の入手状況 

 
 
⑵ 通院と移動サービスに関するアンケート調査（喜多方市地域公共交通会議） 

項目 内容 
調査対象 喜多方医師会に属する市内の医療機関 20 施設 

実施方法 郵送 

回収数 14 施設 

調査項目 市民の通院の実態と移動手段、施設ごとの移動サービスの実施体制 

 
 
⑶ 宿泊者の移動サービスに関するアンケート調査（喜多方市地域公共交通会議） 

項目 内容 
調査対象 市内の「旅館・ホテル」業を営む 12 施設 

実施方法 郵送 

回収数 8 施設 

調査項目 宿泊者の実態と移動手段、施設ごとの移動サービスの実施体制 

 
 
⑷ 関係者ヒアリング（喜多方市地域公共交通会議） 

項目 内容 

調査対象 
市内の乗合交通事業者 1 社、タクシー事業者 4 社、 

のるーと喜多方運行事業者 5 社 

実施方法 ヒアリングシートの回収及び対面聞き取り 

調査項目 企業情報、利用状況、運行・運営上の課題、今後の事業展開 

 
 
⑸ 喜多方市の行政サービスに対する満足度アンケート調査［R8 年度］（喜多方市企画調整課） 

項目 内容 

調査対象 
喜多方市住民基本台帳をもとに、地区区分（5 地区）、年齢区分（20 歳代～70

歳代）、性別区分（男女）を考慮し無作為抽出した 1,200 人の市民 

実施方法 
・インターネット（WEB）を用いた回答 

・郵送 

回収数 488 人 

調査項目 
喜多方市総合計画の大綱に基づく各施策（産業、人づくり、暮らし・防災、ま

ちづくり等）及び物価高騰関連対策に対する満足度 
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